
社会福祉法人香取市社会福祉協議会 

福祉教育活動実践校助成金交付要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、香取市内に居住または在学する児童・生徒に対して、福

祉教育・学習をとおして、社会福祉への理解と関心を高め、社会奉仕の精神

を養うために取り組まれる事業に対し助成金を交付し支援するため必要な事

項を定めるものとする。 

 

（対象） 

第２条 この助成金の交付対象は、香取市内の小学校、中学校及び高等学校

（以下「学校」とする。）とする。 

２ この要綱に基づく助成金の交付は、一学校当たり当該年度において１回限

りとする。 

 

（対象となる事業） 

第３条 この助成金の交付対象となる事業は、学校が独自に自らの地域特性等

を勘案し、主体的に意欲をもって次の各号のいずれかに該当する事業を実施

する場合に、その経費の全部または一部を助成するものとする。 

（１）社会福祉全般に関する調査研究活動 

（２）社会福祉全般に関する講演会や映画等の上映会等の実施 

（３）高齢者や障害者、乳幼児等との交流会の実施 

（４）高齢者施設や障害者施設、児童施設等の訪問及び交流 

（５）高齢者施設や障害者施設、児童施設等におけるボランティア等体験活動 

（６）高齢者や障害者等の体験学習 

（７）学区内の自治会等が実施する行事等への参加 

（８）学区が属する地区社会福祉協議会が実施する行事等への参加 

（９）学区が属する住民自治協議会（まちづくり協議会）が実施する行事等へ

の参加 

（１０）共同募金運動への参加 

（１１）防災、防犯に関する講演会や映画等の上映会等の実施 

（１２）各号に掲げるもののほか、目的達成のため必要であると社会福祉法人

香取市社会福祉協議会長（以下「会長」という。）が認めた事業 

 

（対象の除外） 



第４条 この助成金の交付の対象除外となるものは、次の各号に該当するもの

とする。 

（１）前条のいずれにも該当しない事業に対する費用 

（２）当該の福祉教育活動に係る事務用消耗品や参考図書等以外の学校の備品

購入に係る費用 

（３）動植物の栽培、飼育に係る費用 

（４）学校の施設整備に係る費用 

（５）講師謝礼等以外の人件費に係る費用 

（６）各号に掲げるもののほか、会長が対象とならないと認めた費用 

 

（助成金額） 

第５条 福祉教育活動実践校に対する助成金額は、当該学校における実践対象

者数により算出し別表のとおりとする。 

２ 前項に定める実践対象者の上限は、当該学校の全校児童・生徒数とし、教

職員の数は含まない。 

 

（申請の方法） 

第６条 助成金の交付を受けようとする学校は、本会が指定する期日までに福

祉教育活動実践校助成金交付申請書（第１号様式）に事業計画書及び収支予

算書を添えて、会長あてに提出しなければならない。 

 

（決定） 

第７条 会長は、学校から前条に定める書類の提出があったときは、その内容

を審査し助成の可否を決定し、福祉教育活動実践校助成金交付決定通知書

（第２号様式）を学校長あてに通知する。 

 

（条件） 

第８条 助成事業の交付決定を受けた学校には、次の各号に定める条件が付さ

れるものとする。 

（１）全校児童・生徒に福祉意識の高揚が図られるように努めなければならな

い 

（２）助成事業を中止または廃止する場合には、あらかじめ会長の承認を受け

なければならない 

（３）助成事業が予定の期間内に完了しない場合、または助成事業を行うこと

が困難になった場合においては、すみやかに本会に報告し、その指示を仰

がなければならない 



（４）助成事業に係る収支を明らかにした帳簿と証拠書類を整理し、かつ当該

帳簿及び証拠書類を、助成事業完了後５年間保管しておかなければならな

い 

 

（助成金の請求） 

第９条 学校長は、助成金の交付決定を受けたときは、本会が指定する期日ま

でに福祉教育活動実践校助成金交付請求書（第３号様式）を提出し、助成金

を請求するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第１０条 学校長は、事業完了後１ヶ月以内に福祉教育活動実践校助成金実績

報告書（第４号様式）に事業報告書及び収支決算書を添えて、会長あてに提

出しなければならない。 

 

（助成金の返還） 

第１１条 会長は、前条の規定による実績報告書等に基づき、助成金の使途等

が申請内容と著しく異なる場合は、助成金の全部または一部の返還を求める

ことができる。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し平成２５年度申請分から適用する。 

（平成２５年３月６日施行） 

 

 

 



別表 

 

○小学校 

実践対象者数 助成金額 備  考 

～２００人 ２０,０００円  

２０１人～４００人 ３０,０００円  

４０１人～６００人 ４０,０００円  

６０１人～ ５０,０００円  

 

○中学校 

実践対象者数 助成金額 備  考 

～２００人 ３０,０００円  

２０１人～４００人 ４０,０００円  

４０１人～ ５０,０００円  

 

○高等学校 

実践対象者数 助成金額 備  考 

～５００人 ３０,０００円  

５０１人～ ５０,０００円  

 

 



（第１号様式） 

福祉教育活動実践校助成金交付申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 香取市社会福祉協議会長 様 

 

所  在  地 

学  校  名 

代 表 者             ㊞ 

担当教員名 

 

 

 令和  年度において、福祉教育活動を実践したいので、助成金の交付を受け

たく関係書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

 

 １．申 請 額 

           円 

 

 ２．事業の目的 

事業計画書に記載のとおり 

 

 ３．添 付 書 類 

事業計画書及び収支予算書（任意様式） 

 



（第２号様式） 

令和  年  月  日 

 

        学校長 様 

 

香取市社会福祉協議会長 

 

 

福祉教育活動実践校助成金交付決定通知書 

 

 貴職より申請のあった福祉教育活動実践校助成金については、下記のとおり

交付決定する。 

 

記 

 

１．助成金交付決定額 

           円 

 

 

 

 



（第３号様式） 

福祉教育活動実践校助成金交付請求書 

 

令和  年  月  日 

 

香取市社会福祉協議会長 様 

 

所  在  地 

学  校  名 

代 表 者             ㊞ 

担当教員名 

 

 

 令和  年  月  日付けで交付決定のあった福祉教育活動実践校助成金

を下記のとおり請求します 

 

記 

 

 １．請  求  額 

          円 

 

 

２．振  込  先 

金融機関名 
銀行・信金 

信組・農協 
本店 支店 

預 金 種 別 普通 ・ その他(    ) 

口 座 番 号  

フリガナ 

名  義 
 

※通帳のコピーを添付（口座番号及び名義がわかるように） 

 



（第４号様式） 

福祉教育活動実践校助成金実績報告書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 香取市社会福祉協議会長 様 

 

所  在  地 

学  校  名 

代 表 者             ㊞ 

担当教員名 

 

 

 令和  年度において、福祉教育活動を実践しそれが完了したので、福祉教育

活動実践校助成金交付実施要綱第１０条の規定に基づき関係書類を添えて報告

します。 

 

記 

 

 

 １．添 付 書 類 

事業報告書及び収支決算書（任意様式） 

活動写真または成果品 

 

 ２．そ の 他 

提出の写真については広報等に使用可能です 

 

 


